
○ 貸金業者向けの総合的な監督指針 様式編 

 

改  正  後 現     行 

（日本工業規格Ａ４） 
別紙様式 24 

 
業  務  報  告  書 

 
貸付残高５００億円超 

貸付残高５００億円以下 

（該当する箇所を○で囲む） 

 
 

平成  年  月  日から 

平成  年  月  日まで 

財務（支）局長 殿 

 
 

届出者 登録番号 

財務（支）        第     号 

 
（郵便番号  ） 

住  所 

電話番号（  ）  － 

 
商  号 

又は名称 

 
氏  名                    

（法人にあっては、代表者の氏名） 

   法定代理人 

氏   名                  
 

連絡者         氏     名 

電話番号（  ）  － 

 
平成  年  ４月 １日から平成  年 ３月 ３１日までの業務の状況を次のとお

り報告いたします。 

 
 
 

（日本工業規格Ａ４） 
別紙様式 24 

 
業  務  報  告  書 

 
貸付残高５００億円超 

貸付残高５００億円以下 

（該当する箇所を○で囲む） 

 
 

平成  年  月  日から 

平成  年  月  日まで 

財務（支）局長 殿 

 
 

届出者 登録番号 

財務（支）        第     号 

 
（郵便番号  ） 

住  所 

電話番号（  ）  － 

 
商  号 

又は名称 

 
氏  名                    

（法人にあっては、代表者の氏名） 

   法定代理人 

氏   名                  
 

連絡者         氏     名 

電話番号（  ）  － 

 
平成  年  ４月 １日から平成  年 ３月 ３１日までの業務の状況を次のとお

り報告いたします。 

 
 
 



○ 貸金業者向けの総合的な監督指針 様式編 

改  正  後 現     行 

 

業  務  報  告  書 

 

目  次 

 
 １～14（略） 

 15 （削る） 

 
（記載上の注意） 

 １～６（略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

業  務  報  告  書 

 

目  次 

 
 １～14（略） 

 15 指定信用情報機関等への加入状況 
 

（記載上の注意） 

 １～６（略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



○ 貸金業者向けの総合的な監督指針 様式編 

改  正  後 現     行 

１表（略） 

２ 業種別貸付残高 

  先数・残高 

業種別 
先  数 

構成割合 
残  高 

構成割合 

農業、林業、漁業 
件 % 百万円 % 

建 設 業 
    

製 造 業     

電気・ガス・熱供給・水道業     

情 報 通 信 業     

運 輸 業、郵 便 業     

卸 売 業、小 売 業     

金 融 業、保 険 業     

不動産業、物品賃貸業     

宿泊業、飲食サービス業     

教育、学習支援業     

医 療 、 福 祉     

複合サービス事業     

サービス業（他に分類されないもの）     

個 人     

特定非営利活動法人     

そ の 他     

合 計  100  100 

（記載上の注意） 

 １～７（略） 

３表～７表（略） 

８表～13表（略） 

14 貸金業協会等への加入状況等 

１ 貸金業協会に加盟している 

２ 日本消費者金融協会に加盟している 

１表（略） 

２ 業種別貸付残高  

  先数・残高 

業種別 
先  数 

構成割合 
残  高 

構成割合 

農業、林業、漁業、鉱業 件 % 百万円 % 

建 設 業 
    

製 造 業     

電気・ガス・熱供給・水道業     

情 報 通 信 業     

運 輸 業・郵 便 業     

卸 売 業・小 売 業     

金 融 業・保 険 業     

不動産業・物品賃貸業     

宿泊・飲食サービス業     

医 療 、 福 祉     

教育、学習支援業     

複合サービス業     

サービス業（他に分類されないもの）     

個 人     

特定非営利活動法人     

そ の 他     

合 計  100  100 

（記載上の注意） 

 １～７（略） 

３表～７表（略） 

８表～13表（略） 

14 貸金業協会等への加入状況等 

１ 貸金業協会に加盟している 

２ 日本消費者金融協会に加盟している 



○ 貸金業者向けの総合的な監督指針 様式編 

改  正  後 現     行 

３ 電話加入権に質権を設定することを目的とした事業協同組合に加盟している 

４ （社）日本クレジット協会に加盟している 

５ 日本クレジットカード協会に加盟している 

６ 包括信用購入あっせん業者又は個別信用購入あっせん業者として登録を受けている 

７ 
電気機械器具関係の特例民法法人等に加盟している（関係会社が同法人に加盟している

場合を含む） 

８ 
自動車関係の特例民法法人等に加盟している（関係会社が同法人に加盟している場合を

含む） 

９ 
日本百貨店協会、日本チェーンストア協会、日本商店連盟、日本専門店会連盟に加盟し

ている（関係会社が同協会等に加盟している場合を含む） 

10 
建設・不動産関係の特例民法法人等に加盟している（関係会社が同法人に加盟している

場合を含む） 

11 質屋の許可を受けている 

12 （社）リース事業協会に加盟している 

13 日賦貸金業者として登録されている 

14 上記のいずれにも該当しない 

（参考）その他加入している団体があればその名称を記載すること（指定信用情報機関を除く） 

（記載上の注意） 

１、２（略） 

（削る） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 電話加入権に質権を設定することを目的とした事業協同組合に加盟している 

４ （社）日本クレジット協会に加盟している 

５ 日本クレジットカード協会に加盟している 

６ 包括信用購入あっせん業者又は個別信用購入あっせん業者として登録を受けている 

７ 
電気機械器具関係の特例民法法人等に加盟している（関係会社が同法人に加盟している

場合を含む） 

８ 
自動車関係の特例民法法人等に加盟している（関係会社が同法人に加盟している場合を

含む） 

９ 
日本百貨店協会、日本チェーンストア協会、日本商店連盟、日本専門店会連盟に加盟し

ている（関係会社が同協会等に加盟している場合を含む） 

10 
建設・不動産関係の特例民法法人等に加盟している（関係会社が同法人に加盟している

場合を含む） 

11 質屋の許可を受けている 

12 （社）リース事業協会に加盟している 

13 日賦貸金業者として登録されている 

14 上記のいずれにも該当しない 

（参考）その他加入している団体があればその名称を記載すること 

（記載上の注意） 

１、２（略） 

15 指定信用情報機関等への加入状況 

 株式会社シー・アイ・シー 

 株式会社日本信用情報機構 

 
その他の信用情報機関 
（名称：                 ） 

（記載上の注意） 

１．指定信用情報機関に加入している場合には、加入している指定信用情報機関の欄に○印をする。 

２．その他の信用情報機関に加入している指場合には、その他の信用情報機関の欄に○印をするとともに、加

入している信用情報機関の名称を記載する。 

 
 
 
 



○ 貸金業者向けの総合的な監督指針 様式編 

改  正  後 現     行 

別紙様式24-２                                                        （日本工業規格A4） 
 
 
 

 

業 務 報 告 書 

 
平成  年  月  日から 
平成  年  月  日まで 

 
 
 
 
 財務（支）局長 殿 

 
 

届出者  登録番号 

      財務（支）局長（T ）第     号 
    （郵便番号   ） 

     住 所 

       電話番号（  ）  － 

         
     名  称 

     代表者名               
      
     連絡者  所属  氏名 

        電話番号（  ）  － 

 
 
 
 
 

 平成  年 ４月 １日から平成  年 ３月３１日までの業務の状況を次のとおり報告い

たします。 

 
 
 
 

別紙様式24-２                                                        （日本工業規格A4） 
 
 
 

 

業 務 報 告 書 

 
平成  年  月  日から 
平成  年  月  日まで 

 
 
 
 
 財務（支）局長 殿 

 
 

届出者  登録番号 

      財務（支）局長（T ）第     号 
    （郵便番号   ） 

     住 所 

       電話番号（  ）  － 

         
     名  称 

     代表者名               
      
     連絡者  所属  氏名 

        電話番号（  ）  － 

 
 
 
 
 

 平成  年 ４月 １日から平成  年 ３月３１日までの業務の状況を次のとおり報告い

たします。 

 
 
 

 



○ 貸金業者向けの総合的な監督指針 様式編 

改  正  後 現     行 

 

業  務  報  告  書 

 

目  次 

 
 １～11（略） 

（記載上の注意） 

 １～６（略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

業  務  報  告  書 

 

目  次 

 
 １～11（略） 

（記載上の注意） 

 １～６（略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



○ 貸金業者向けの総合的な監督指針 様式編 

改  正  後 現     行 

１表（略） 

２ 業種別貸付残高 

  先数・残高 

業種別 
先  数 

構成割合 
残  高 

構成割合 

農業、林業、漁業 
件 % 百万円 % 

建 設 業 
    

製 造 業     

電気・ガス・熱供給・水道業      

情 報 通 信 業     

運 輸 業、郵 便 業     

卸 売 業、小 売 業     

金 融 業、保 険 業     

不動産業、物品賃貸業     

宿泊業、飲食サービス業     

教育、学習支援業     

医 療 、 福 祉     

複合サービス事業     

サービス業（他に分類されないもの）      

個 人（生活困窮者を除く）     

生活困窮者     

特定非営利活動法人     

そ の 他     

合 計  100  100 

（記載上の注意） 

  １～７（略） 

３表～８表（略） 

９ 貸金業協会等への加入状況 

１ 貸金業協会に加盟している 

２ 全国ＮＰＯバンク連絡会に加盟している 

１表（略） 

２ 業種別貸付残高 

  先数・残高 

業種別 
先  数 

構成割合 
残  高 

構成割合 

農業、林業、漁業、鉱業 件 % 百万円 % 

建 設 業 
    

製 造 業     

電気・ガス・熱供給・水道業      

情 報 通 信 業     

運 輸 業・郵 便 業     

卸 売 業・小 売 業     

金 融 業・保 険 業     

不動産業・物品賃貸業     

宿泊・飲食サービス業     

医 療 、 福 祉     

教育、学習支援業     

複合サービス業     

サービス業（他に分類されないもの）      

個 人（生活困窮者を除く）     

生活困窮者     

特定非営利活動法人     

そ の 他     

合 計  100  100 

（記載上の注意） 

  １～７（略） 

３表～８表（略） 

９ 貸金業協会等への加入状況 

１ 貸金業協会に加盟している 

２ 指定信用情報機関に加盟している。（指定信用情報機関の名称：                  ） 



○ 貸金業者向けの総合的な監督指針 様式編 

改  正  後 現     行 

（記載上の注意） 

   １、２の該当する項目の番号を○で囲み、参考についてはその名称を記載すること。 

10 表～11表（略） 

 
 
 

(削る) (削る) 

（参考）その他加入している団体があればその名称を記載すること（指定信用情報機関を除く） 

（新設） 

 
10 表～11表（略） 

 
 
 

３ 全国ＮＰＯバンク連絡会に加盟している 

（参考）その他加入している団体があればその名称を記載すること 

 


